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教育訓練給付金の支給対象となる厚生労働大臣指定一般教育訓練明示書 

講座名：産業カウンセラー養成通信講座 

実施方法：通信（スクーリング 104 時間＜昼間コースで 15～16 日＞） 

指定講座番号：13087‐022001‐9 

講座の創設年月日：昭和 62 年 4 月 1 日 

一般教育訓練給付金対象講座の指定期間：平成 32 年 9 月 30 日まで 

過去 1 年の講座実績：入講者数 1,001 人、修了者数 1,070 人 

訓練期間：12 ヵ月 

 

1．教育訓練目標 

① 取得目標とする資格の名称、目標レベル：産業カウンセラー 

② ①に係る資格・試験等の実施機関名称：一般社団法人日本産業カウンセラー協会 

③ 当該資格等を取得するための要件または受験資格等： 

受験資格は次のいずれかに該当する者 

a．産業カウンセラー養成講座（通学制・通信制・e-Learning 制）修了者 

b．心理学等を専攻し学士の学位を有する者で、審査において必要単位の取得が認められた者 

c．心理学等を専攻し修士以上の学位を有する者で、審査において必要単位の取得が認められた者 

④ 当該技能・知識の習得が必須または有利となる職種・職務および習得された技能・知識が活用されている業界と活

用状況： 

人事労務管理担当者、産業保健職、教育訓練担当者、各種組織における相談担当者をはじめ、メンタルヘルス対策・

キャリア開発・職場における人間関係開発といった勤労者への援助に携わる職務。 

業界を問わず広く一般企業や公的団体の相談担当者や研修講師として活用されている。 

２．教育訓練の内容 

理論科目（添削問題 130 問、13 時間相当） 12．産業社会の動向と働く意識の変化 

1．カウンセリングとは何か 13．人事労務管理の基礎知識と人材マネジメントの現状 

2．傾聴の意義と技法 14．労働法規の基本 

3．カウンセリングのプロセスとトレーニング 15．社会福祉関連法 

4．産業カウンセラーと産業カウンセリングのあゆみ 16．職場における人間関係開発・職場環境改善への支援 

5．カウンセリング理論の源流とその発展 17．職場におけるメンタルヘルス対策への支援 

6．カウンセリングのさまざまな理論と方法 18．キャリア形成への支援 

7．こころとからだのメカニズム 19．コンプライアンスと倫理 

8．パーソナリティ心理学と心理アセスメント 演習科目 

9．精神医学の基本 面接実習（スクーリング）104 時間 

10．産業組織の心理学 課題レポート（3 課題）12 時間相当 

＊このほか面接実習に付随したホームワークがあります。 11．コミュニケーションの基本 

使用教材名：『産業カウンセリング―産業カウンセラー養成講座テキスト』Ⅰ・Ⅱ 

理論科目の学習方法：テキストを読み、添削問題を解いて提出する。 

３．受講者になるための要件（この講座を受講するために必要とされている条件など） 

①受講するに当たって必要な実務経験等：特になし 

②受講者が受講に当たって最低限有しておくべき資格・技能・知識等の内容及びその水準：特になし 

③その他：受講開始時に満 20 歳に達していること 

４．教育訓練の受講の実績及び目標達成の状況 

（1）資格取得状況 

① 昨年度（29 年度）内の受講修了者：1,070 人 

② ①のうち目標資格の受験者数：974 人  受験率（②／①）91.0％ 

③ ②のうち合格者数：725 人  合格率（③／②） 74.4％ 

④ 上記②・③の回答者数：（当協会の受験者データによる） 

（2）受講修了者による講座の評価等 

① 回答者総数：744 人 

② 受講開始時の就業状況等： 

就業者計 702 人（正社員 481 人、非正社員・派遣社員 159 人、その他の就業（自営業等）62 人） 
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  非就業者計 40 人 

③ 就業中の受講者による講座の評価（回答数合計 595 人） 

処遇の向上（昇進、昇格、資格手当等）に役立つ 42 人、配置転換等により希望の業務に従事できる 53 人、社

内外の評価が高まる 83 人、円滑な転職に役立つ 64 人、趣味・教養に役立つ 117 人、その他の効果 229 人、特に

効果はない 7 人 

④ 就業していない受講者による講座の評価（回答数合計 35 人） 

  早期に就職できる 3 人、希望の職種・業界で就職できる 7 人、より良い条件（賃金等）で就職できる 3 人、趣

味・教養に役立つ 12 人、その他の効果 7 人、特に効果はない 3 人 

⑤ 受講者の就業状況（回答数合計 30 人） 

受講中または受講修了後 3 か月以内に就職した 3 人、受講修了後 3～6 か月以内に就職した 10 人、受講修了後

6～12 か月以内に就職した 4 人、 就職していない 13 人 

⑥ 講座の全体評価（回答数合計 740 人） 

大変満足 319 人、おおむね満足 379 人、どちらとも言えない 33 人、やや不満 8 人、大いに不満 1 人 

５．教育訓練の受講による効果の把握及び測定の方法並びにそのレベルを受講者に対して 

明らかにするための具体的な方法 

◇「１」に掲げた教育訓練目標に対する技能・知識のレベル到達度の把握・測定方法 

理論科目は、期日を定めて演習（添削）問題の提出を求め、採点する。 

演習科目（面接実習）では、導入期、初期、中期、後期毎に到達目標を明示し、「進度チェック票」を用い、セル

フチェックと指導者による評価と指導を行う。 

◇スクーリングの実施場所、時期、期間（2017 年度） 

実施場所：札幌市、盛岡市、仙台市、高崎市、長野市、新潟市、小山市、さいたま市、ひたちなか市、つくば市、柏

市、千葉市、東京都（渋谷区、中央区、豊島区、立川市）、甲府市、横浜市、静岡市、名古屋市、津市、

金沢市、大津市、大阪市、和歌山市、姫路市、広島市、鳥取市、松江市、山口市、松山市、福岡市、佐世

保市、熊本市、宮崎市、鹿児島市、浦添市 

時期、期間・回数（昼間コース）：11 月～翌年 10 月に、土日 2 日連続×8 回（月に 1 回、通算 16 日）、同じ曜日で 15 回（月

に 1～2 回）等 

６．修了を認定するための基準ならびに修了を認定する時期およびその方法 

・理論科目：各科目演習（添削）問題の正答が 6 割以上であること。 

・演習科目：面接実習に 104 時間中 92 時間以上出席し、3 課題レポートを提出すること。 

７．受講中または修了後における受講者に対する指導および助言ならびに支援の方法 

（1）受講中の者に対する習得度・理解度に関する具体的な助言・指導の方法 

・理論科目においては、演習（添削）問題の採点済解答票とともに正答・解説の一覧を渡す。また、質問票を随時受

付け、回答を書面で送付する。 

・演習科目（面接実習）においては、グループワークでカウンセリング場面のロールプレイ等を行ない、その都度個々

の受講者に到達度を伝えている。 

（2）受講中または修了時における資格取得・就職への具体的なバックアップ体制 

無料職業紹介の実施（資格取得者を対象とする）。 

８．その他の事項 

指定教育訓練実施者名及び代表者名：一般社団法人日本産業カウンセラー協会（代表者：小原 新） 

住所及び連絡先 東京都港区新橋 6-17-17 御成門センタービル 6階  TEL03-3438-4568 

施設名称及び施設長名：日本産業カウンセラー協会（施設長：小原 新） 

住所及び連絡先 東京都港区新橋 6-17-17 御成門センタービル 6階 TEL03-3438-4568 

給付制度担当部署・者：一般社団法人日本産業カウンセラー協会産業カウンセラー養成事業部（担当者：清水恵美子）

連絡先 TEL03-3438-4568 

 

一般教育訓練経費 

１．一般教育訓練給付金の対象となる経費（①+②、税込額）226,800 円 

①入学料 34,020 円  ②受講料 192,780 円（うち必須教材費 7,560 円） 

２．一般教育訓練給付金の対象外となる経費（①+②+③+④、税込額）0 円 

①副読本代 ②実習等に伴う交通費・宿泊費 ③施設維持費 ④その他(法人への寄付金、PC の損害保険料、情報誌代) 

３．総額（1 + 2） 226,800 円（税込額）  ＊支払い方法：一括払い、分割払いの両方可能 


